
- 1 - 

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第１号「温対法における SHK 制度の定める方

法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定

及び開示（案）」に対する意見 

 

2026 年３月 19 日 

日本公認会計士協会 

 

日本公認会計士協会（以下「当協会」という。）は、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」

という。）から 2026 年１月に公表されたサステナビリティ開示実務対応基準公開草案第１号「温

対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』

の定めに従う場合の測定及び開示（案）」（以下「本公開草案」という。）に対して、以下のとおり、

意見を申し上げます。 

 

質問１ 

本公開草案での提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由及び具体的な代替案をご記載

ください。 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）における温室効果ガス排出量算

定・報告・公表制度（以下「SHK 制度」という。）の定める方法について、サステナビリティ開示

テーマ別基準第２号「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という。）第 49 項ただし書を適用す

る際の取扱いを明確化する取組に同意する。 

一方で、以下の点については更に明確化すべきである。 

 

１．ISSB 基準との関係性の明確化 

IFRSサステナビリティ開示基準（以下「ISSB基準」という。）との同時準拠を望む企業が本公

開草案第７項を適用した場合、当該ロケーション基準によるスコープ２温室効果ガス（以下

「GHG」という。）排出量は、IFRS S2 号第 29 項(a)(ⅱ)に照らして、認められないおそれがある。 

具体的には、温対法の報告に基づくマーケット基準による数値と温対法の枠組みで測定した

ロケーション基準による数値を併せて開示する方法を適用したとしても、当該ロケーション基

準による排出量は法域で求められる方法ではないため、IFRS S2 号第 29 項(a)(ⅱ)の規定に準拠

しないと判断される可能性がある。 

したがって、当該解釈については、SSBJ と国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」

という。）による議論を通じ、ISSB 基準との差異につながるかどうかを明確にすべきである。ま

た、ISSB との議論の結果、新たな差異として識別された場合には、「SSBJ 基準と ISSB 基準の差

異の一覧及び項番対照表」を更新するとともに、当該差異の内容に関する説明も付す必要があ

ると考える。 

この点、SSBJ は、高品質で国際的に整合性のあるサステナビリティ開示基準を開発するに当

たり、ISSB 基準と整合性のあるものとすることを基本的な方針とし、原則として ISSB 基準の要

求事項を全て取り入れた上で、必要に応じて、企業が適用することを選択することができる
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SSBJ基準独自の取扱いを追加することとしたが、ISSB基準の要求事項を取り入れたSSBJ基準の

要求事項に関する適用上の課題への対応について、ISSB 基準の考え方と歩調を合わせたいとい

うニーズが存在する。こうした観点から、我が国における適用上の課題について、継続的に

ISSB と連携しながら解決を図る取組を推進していただきたい。例えば、SSBJ において国内の適

用上の課題に関する議論を行い、その内容をサステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラ

ムや IFRS S1 号及び IFRS S2 号に関する移行支援グループ等を通じて意見発信することにより、

ISSB における適切な検討プロセスの下で、当該課題に関するグローバルな対応が検討されるこ

とを期待する。 

 

２．気候基準第 49 項ただし書の適用の考え方の温対法以外の GHG 報告制度への類推適用の明確化 

本公開草案によって、温対法における SHK 制度に関する気候基準第 49 項ただし書の適用方法

に対する考え方が示されたと考えられる。すなわち、各法域のGHG排出の報告制度において、法

的な要求事項を検討することが実質的に要求され、スコープ２GHG 排出についてはロケーション

基準の考え方と整合的な法域の当局又は上場する取引所が求めるGHG排出量の算定方法のみが第

49 項ただし書の対象になることになったと解される可能性がある。 

具体的には、海外子会社を有する企業において、気候基準第 49 項ただし書を適用し、子会社

が活動する法域の当局等で要求される測定方法を用いる場合には、どのスコープに相当する GHG

排出の報告が要求されているのか、またスコープ２GHG 排出についてはロケーション基準とマー

ケット基準のどちらに相当する報告が要求されているのかを判断する必要があると考えられる

が、その点が不明瞭であり、明確にすべきである。 

その上で、当該判断の結果、温対法におけるSHK制度以外の法域におけるGHG排出報告制度が

マーケット基準に相当するスコープ２GHG 排出の報告を求めるものであると判断される場合には、

気候基準第 49 項ただし書は適用されず、また本実務対応基準も SHK 制度のみを対象とするため

適用できないと解されるが、その点が不明瞭であり、明確にすべきである。 

 

３．温対法における SHK 制度の算定対象範囲に含まれない排出の取扱い 

スコープ１GHG 排出について、SHK 制度では、社用車から生じる GHG 排出や 3,000 トン未満の

6.5 ガスの排出等、一部の排出が算定対象に含まれていない。これらの排出については、気候基

準において GHG プロトコルによる測定が原則となっていることに照らし、GHG プロトコルに従い

測定し、企業が報告するスコープ１GHG 排出量に含めて開示する必要があると解されるが、その

点が不明瞭である。 

「温対法におけるSHK制度に基づく直接排出をもって、スコープ１温室効果ガス排出を測定し

開示する」という本公開草案第７項(1)の記載からは、SHK 制度に基づき算定し報告した数値を

そのまま用いることできると解釈される可能性がある。したがって、SHK 制度の算定対象に含ま

れない排出についてもGHGプロトコルに従い測定し開示する必要があるとの解釈が正しい場合、

第７項の要求事項はSHK制度において算定対象となっている排出に限って適用され、それ以外の

排出については GHG プロトコルに従って測定する必要があることを明確にすべきである。 
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４．送配電ロスに係る GHG 排出の取扱い 

送配電ロスに係る排出は、SHK 制度では受電端における排出係数を採用しているため間接排出

量に含まれるが、GHG プロトコル上は送電端における排出係数を用いてスコープ２GHG 排出量を

算定するため、送配電ロスに係る排出はスコープ２GHG 排出量から除外され、スコープ３GHG 排

出量として扱われる点で両者に差異がある。 

本公開草案第７項(2)及び(3)の記載からは、SHK 制度に基づき測定した数値からの調整は許容

されず、送配電ロスに係る排出の控除はできないと解されるが、その場合、GHG プロトコルに基

づき測定するスコープ３GHG 排出との二重計上が生じることになる。この点について、GHG プロ

トコルに基づくスコープ３GHG 排出から送配電ロスに係る排出を除外し、二重計上を避けること

が許容されるのか、送配電ロスに係る排出の取扱いを明確にすべきである。 

 

質問２ 

適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由及び具体的な代替案を

ご記載ください。 

 

提案に同意する。 

 

以  上  


